
成果目標①
施設入所者の地域生活への移行

（参考）基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値

〇 平成28年度末の施設入所者を母数とした地域生活移行者の割合は、平成30年度末時点で2.4％であり、引き
続き、現状の水準で推移した場合、令和２年度末の目標値である９％を下回る状況。

〇 また、平成28年～平成30年の地域移行生活移行者の水準を踏まえると、令和元年度末の施設入所者数を
母数とした地域生活移行者の割合は、令和５年度末までに5.7％となる見込み。

現状

〇 施設入所者の重度化・高齢化により、入所施設からの退所は入院・死亡を理由とする割合が年々高まっており、
自宅やグループホームなどへの地域生活移行者数は、上記の現状の通り減少傾向にある。

○ 一方で、障害者の重度化・高齢化に対応するための、日中サービス支援型グループホームなど障害福祉サー
ビスの機能強化や地域生活支援拠点等の整備にかかる取組を踏まえ、第６期障害福祉計画の基本指針におい
ては、成果目標を以下のように設定してはどうか。

【成果目標（案）】
令和５年度末時点で、令和元年度末の施設入所者数の６%以上が地域生活へ移行することを基本
とする。

成果目標（案）

平成21～23年度は10月１日数値、24年度～30年度は３月末数値。令和元年度以降は推計。（出典：施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査）

成果目標①－1 施設入所者の地域生活移行者数に関する目標について

目標値
第１～２期

（Ｈ18～23年度）
第３期

（Ｈ24～26年度）
第４期

（Ｈ27～29年度）
第５期

（Ｈ30～Ｒ２年度）
第６期

（Ｒ３～５年度）

基本指針
１０％

（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

３０％
（平成17年10月1日～

26年度末（9.5年間））

１２％
（平成25年度末～

29年度末（4年間））

９％
（平成28年度末～

令和２年度末（4年間））

６％
（令和元年度末～
５年度末（4年間））

都道府県
障害福祉計画

１４．５%
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

２５．２％
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

１３．３％
（平成25年度末～
29年度末（4年間）

８．０％
（平成28年度末～

令和２年度末（4年間））
－
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目標値
第１～２期

（平成18～23年度）
第３期

（平成24～26年度）
第４期

（平成27～29年度）
第５期

（平成30～令和2年度）

第６期
（令和3～5年度）

基本指針
▲７％

（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

▲１０％
（平成17年10月1日～

26年度末（9.5年間））

▲４％
（平成25年度末～

29年度末（4年間））

▲２％
（平成28年度末～

32年度末（4年間））

▲１．６％

（令和元年度末～
令和５年度末（４年間））

都道府県
障害福祉計画

▲８．４%
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

▲１５．４％
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

▲３．８％
（平成25年度末～
29年度末（4年間）

▲２．２％
（平成28年度末～
32年度末（4年間）

－

（参考）基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値

成果目標①－２ 施設入所者数の削減に関する目標について

〇 直近３か年（平成28年～平成30年）の施設入所者数削減の状況を踏まえると、平成28年度末の施設入所者
数を母数とした削減の割合は令和2年度末までに１．６％となる見込みであり、現状の水準で推移した場合、令和
２年度末の目標値である２％を下回る状況。

現 状

〇 施設入所者の現状をみると、障害支援区分５以下の利用者は減少または横ばいである一方、区分６の利用が
増加しており、全体として施設入所者の重度化が進んでいる。また、65歳以上の利用者の割合が増加している。
○ こうした傾向は、平成25年３月以降、一貫して続いており、地域移行を進めるためには、地域における受け皿の
整備や支援体制の充実を継続して進めていく必要がある。
○ 第６期障害福祉計画の基本指針においては、真に施設入所支援が必要な場合を検討することを求めつつ、近
年の施設入所者数の削減状況を踏まえ、成果目標を以下のように設定してはどうか。

【成果目標（案）】
令和５年度末時点の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から１．６％以上削減する
ことを基本とする。

成果目標（案）

①施設入所者数の推移について（参考データ）

145,919 144,425 
139,851 139,859 

136,653 
134,247 

131,938 131,039 130,245 129,648 129,136 128,667 （128,152 ）（127,639 ）(127,128 )(126,619 )(126,113 )

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

140,000

145,000

150,000

H17 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

＜第４期のトレンド＞
平成17年10月１日～24年度
末の削減率の平均 ▲1.1%

第１～２期
（平成18～23年度）

第３期
（平成24～26年度）

第４期
（平成27～29年度）

第５期
（平成30～令和２年度）

第６期
（令和3～5年度）

基本指針 ▲７％ ▲１０％ ▲４％ ▲２％ ▲１．６％

実績値

▲８．９%
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

▲１０．３%
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

▲２．１％
（平成25年度末～
29年度末（４年間）

－ －

１４，９７５人 ２，８０２人 － －

基本指針における実績値

・平成17年度、平成20～23年度は10月１日数値。24年度～30年度は３月末数値。令和元年度以降（括弧書き）は推計。
（出典：国保連データ、社会福祉施設等調査、施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査）

施設入所者数の推移

＜第５期のトレンド＞
年平均削減率 ▲0.3％

（直近3年）

＜第６期のトレンド＞
年平均削減率 ▲0.4％

（直近3年）

第２期 第３期 第４期 第５期 第６期
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成果目標②
精神障害にも対応した

地域包括ケアシステムの構築

〇 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業」実施自治体数の増加等、構築に向けた取組
は一定程度進んできたところであるが、第５期の成果目標である、長期入院患者数の減少など、目標達成に向
けた取組を引き続き、推進する必要がある。

〇 保健・医療・福祉関係者による協議の場の圏域ごとの設置については、第５期障害福祉計画期間中にほぼ全
圏域で設置される見込みであることから、今後は協議の場の活性化に向けた取組が必要。市町村ごとの協議の
場の設置については、引き続き設置に向けた取組を推進していくことが必要。

○ 精神障害者が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住
まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された体制について今後も計画的に推進する
観点から、地域生活支援連携体制整備を評価する指標として、精神病床から退院後１年以内の地域での平均
生活日数を成果目標として設定してはどうか。

○ 精神病床における１年以上長期入院患者数の減少（６５歳以上、６５歳未満の内訳）、精神病床における入院
後３ヶ月時点・６ヶ月時点・１年時点の退院率の上昇については、引き続き、目標値として設定してはどうか。

【成果目標（案）】
○ 精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数の上昇：316日以上と
することを基本とする。（新規）

○ 精神病床における１年以上長期入院患者数（65歳以上、65歳未満）を設定する。令和5年度末
の全国の目標値は平成30年度と比べて6.6～4.9万人減少になる。

○ 精神病床における退院率の上昇：3ヶ月時点69％以上、6ヶ月時点86％以上、12ヶ月時点
92％以上とすることを基本とする。

成果目標（案）

成果目標② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に関する目標について

現状
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A年入院後１年以内の精神障害者の精神病床から
退院後１年以内の地域での平均生活日数 ＝

A年３月の精神病床からの退院者（入院後１年以内に限る）総数

A年３月の精神病床からの退院者（入院後１年以内に限る）
の退院日から１年間の地域生活日数の合算

（留意事項）

○ 包括的かつ継続的な地域生活支援連携体制整備を、今後も計画的に推進する観点から「精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数」（地域平均
生活日数）を新たに成果目標として追加してはどうか。

具体的な計算式の案

○ 上記の地域平均生活日数は、あくまで退院者のみに着目しているため、例えば、退院率が非常に低い地域では、当該成果目標の達成状況の評価がミ
スリーディングとなる可能性が考えられる。このため、成果目標として設定予定である精神病床における早期退院率（入院後三か月時点、入院後六か月
時点、入院後一年時点）も併せてみることとする。

○ 地域平均生活日数の都道府県別値を評価するに当たっては、「精神病床における早期退院率が、四分位範囲の1.5倍の下限値より低い値でないこと」を
条件とする。※第６期障害福祉計画の目標設定に用いた2016年の各早期退院率において四分位範囲の1.5倍の下限値より低い値の都道府県は山口県であった。

三か月時点
での退院率

A年3月の精神病床への入院者

六か月時点
での退院率

一年時点
での退院率

A年3月の精神病床からの退院者
（入院後1年以内に限る）

A 年3月 A＋1 年3月

地域平均生活日数の考え方

精神病床における
早期退院率の考え方

※地域平均生活日数は、地域での
生活日数1と2の合計日数

精神障害者の精神病床から退院後１年以内の
地域における平均生活日数について

地域での生活日数
1※

A-1年3月 A 年3月 A＋1 年3月

入院 再入院

地域での
生活日数2※

再入院

日

②精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数について

316 
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都道府県別 2016年３月の精神病床からの退院者（入院後１年以内に限る）
退院後１年以内の地域における平均生活日数

出典；令和元年度 厚生労働科学研究費補助金「地域の実情に応じた医療提供体制の構築を推進するための政策研究」（研究代表者；奈良県立医科大学 今村知明）

第６期障害福祉計画の目標値については、上位１０％の都道府県が達成している値（３１６日以上）を基本とする。

316日

2016年精神障害者の精神病床から退院後
１年以内の地域での平均生活日数

＝

2016年３月の精神病床からの退院者（入院後１年以内に限る）総数

2016年３月の精神病床からの退院者（入院後１年以内に限る）
の退院日から１年間の地域生活日数の合算

具体的な計算式

・医療機関へ入院した日数については、地域生活日数として算出されない。
・死亡退院者については、分母及び分子から除外されている。
・退院後に死亡が確認された場合は、死亡日以降の日数は、地域生活日数として算出されない。
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平成26年
性・年齢階級別の
急性期入院受療率

×
性・年齢階級別の
令和5年推計人口※

性・年齢階級別の
回復期入院受療率

×
性・年齢階級別の
令和5年推計人口※

性・年齢階級別の
認知症でない者に係る
慢性期入院受療率

×
性・年齢階級別の
令和5年推計人口※

α

β

性・年齢階級別の
認知症である者に係る
慢性期入院受療率

×
性・年齢階級別の
令和5年推計人口※

γ＋ ＋
×

×

＋ ×

②精神病床における1年以上長期入院患者数及び地域移行に伴う基盤整備量

令和3~5で
26~35%（注2）

減少

令和3~5：毎年
4~5%減少

令和3~5：毎
年2~3%減少

病
床
利
用
率

÷

（※） R5年の人口推計データがないため、R2とR6年人口推計データから直線推定

実測値

（上記式から算定）

平成30年度
（2018年度）

令和５年度
（2023年度）

令和２年度
（2020年度）

第６期障害福祉計画 終了年

第５期障害福祉計画 終了年

平成26年度の入院受療率を基に政策効果を見込まない将来の入院需要を推計し、①「地域移行を促す基盤整備」 ： α、②「治療
抵抗性統合失調症治療薬の普及」：β、③「認知症施策の推進」：γ による政策効果を差し引いて、令和５年度の精神病床における
１年以上長期入院患者数の目標値を都道府県別に設定（第７次医療計画及び第５期障害福祉計画と同様の算定式）

5.8 

5.8 

4.7 

4.9 

4.9 

6.2 

12.3～10.6

15.7～14.6

17.2

8.7～6.9

4.6～3.5

急性期 回復期 慢性期 基盤整備量

（65歳以上8.0～７.0万人、65歳未満4.3～3.6万人）

▲6.6 ～ 4.9万人 （65歳以上 3.7～2.7万人 65歳未満 2.9～2.2万人）

推計値

（平成30年度
精神保健福祉資料）

（上記式から算定）
推計値

（参考データ）

（推計算定式）

精神病床における早期退院率（入院後３ヶ月）について（参考データ）

都道府県別 精神病床における入院後３ヶ月時点の退院率（平成２８年）

第６期障害福祉計画の目標値については、上位１０％の都道府県が達成している値（６９％以上）を基本とする。

精神病床における入院後（３ヶ月、６ヶ月、１２ヶ月）時点の退院率
＝

平成２８年３月における精神病床における入院者総数

平成２８年３月における精神病床における入院患者における
入院後（３ヶ月、６ヶ月、１２ヶ月）時点 退院者総数

（注）死亡退院者については、分母及び分子から除く。

出典：令和元年度 厚生労働科学研究「医療計画、障害福祉計画の効果的なモニタリング体制の構築のための研究」（研究代表者：山之内芳雄）」からの報告
NDBデータを活用して算出
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精神病床における早期退院率（入院後６ヶ月）について（参考データ）

都道府県別 精神病床における入院後６ヶ月時点の退院率（平成２８年）

第６期障害福祉計画の目標値については、上位１０％の都道府県が達成している値（８６％以上）を基本とする。
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精神病床における早期退院率（入院後１２ヶ月）について（参考データ）

都道府県別 精神病床における入院後１２ヶ月時点の退院率（平成２８年）

第６期障害福祉計画の目標値については、上位１０％の都道府県が達成している値（９２％以上）を基本とする。

出典：令和元年度 厚生労働科学研究「医療計画、障害福祉計画の効果的なモニタリング体制の構築のための研究」（研究代表者：山之内芳雄）」からの報告
NDBデータを活用して算出
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成果目標③
地域生活支援拠点等が有する

機能の充実

成果目標③ 地域生活支援拠点等の整備に向けた取組について

〇 地域には、障害児者を支える様々な資源が存在し、これまでも各地域の障害福祉計画に基づき整備が進めら
れているが、それらの有機的な結びつきが必ずしも十分でないことから、今後、障害者の重度化・高齢化や「親亡
き後」を見据え、地域が抱える課題に向き合い、地域で障害児者やその家族が安心して生活するため、緊急時に
すぐに相談でき、必要に応じて緊急的な対応が図られる体制として、地域生活支援拠点等の積極的な整備を推
進していくことが必要。
〇 第５期障害福祉計画期間中に、1,741市区町村のうち、1,320市区町村（圏域含む）において地域生活支援拠
点等の整備が行われる見込み。（平成30年４月１日時点）

現 状

○ 地域生活支援拠点等は、整備後も地域のニーズ・課題に応えられているか、必要な機能の水準や充足を継続
的に検証・検討を行う必要がある。
○ 他方、数値目標を示さないことで、地域生活支援拠点等の整備の必要性がなくなったとの誤解を与えることの
ないよう留意する必要がある。
○ 第６期障害福祉計画の基本指針においては、第５期障害福祉計画期間に目標が概ね達成されるという前提に
立ちつつも、各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等を整備し、地域生活支援拠点等における
機能の充実・強化に係る内容を強く打ち出してはどうか。

【成果目標（案）】
令和５年度末までの間、各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、そ
の機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証、検討することを基本とする。

成果目標（案）
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③地域生活支援拠点等の整備状況（参考データ）

○ 地域生活支援拠点等の全国の整備状況について、平成30年４月１日時点で、１19の自治体（障害保健福祉圏域含
む）において、整備されている。（全国の自治体数：1741、圏域数：189）

① 地域生活支援拠点等の整備数について（予定含む）

② 整備類型について（予定含む）

（課題等）
※ 整備にあたって、備えるのが困難な機能として、「緊急時の受入・対応」、「専門的人材の養成・確保」が大宗を占めていた。
※ 今後の課題については、主に「地域の社会資源が不足していること」、「整備・運営に係る財源の確保」等があげられている。

平成30年４月１日時点で整備済み ８９市町村 ３０圏域（圏域の市町村数：１４４市町村）

平成30年９月末までに整備予定 ８市町村 ２圏域 （圏域の市町村数：５市町村）

平成30年度末までに整備予定 ３７市町村 ６圏域（圏域の市町村数：２２市町村）

令和元年度に整備予定 ４４市町村 ６圏域（圏域の市町村数：１９市町村）

令和2年度に整備予定 ５０３市町村 １２０圏域（圏域の市町村数：４４９市町村）

その他 ３４７市町村 ２５圏域（圏域の市町村数：７４市町村）

多機能拠点型 ３９市町村 ３圏域（圏域の市町村数：１０市町村）

面的整備型 ３７１市町村 １０９圏域（圏域の市町村数：４０９市町村）

多機能拠点型＋面的整備型 ５６市町村 ９圏域（圏域の市町村数：４８市町村）

その他 ２市町村 ０圏域（圏域の市町村数：０市町村）

未定 ５６０市町村 ６８圏域（圏域の市町村数：２４７市町村）

※ 障害福祉課調べ

③地域生活支援拠点等の整備、必要な機能の強化・充実のプロセス（イメージ）

○ 地域生活支援拠点等の整備にあたっては、地域アセスメントを十分に行い、支援者・関係者が一体となって整備するとともに、
整備後も地域のニーズ・課題に応えられているか、必要な機能の水準や充足について、ＰＤＣＡサイクルの視点で、継続的に検
証・検討を行う必要がある。
⇒ 必要な機能等の強化・充実を図ることで、地域生活支援体制の推進につながる。

○ 都道府県との連携
・ 研修会等の開催
・ 人材の確保・養成

○ 関連計画との調整
・ 介護保険事業計画
・ 地域福祉計画

○ 事例検討会議
・ セミナー・シンポジウムの活用
・ 住民参画

○ 関連施策との調整
・ 介護、児童施策等との調整

○ 全体の課題等の共有
・ 関係者等の協働による方向
性・対応策の検討
・ 地域の共通課題や好取組の
共有

⇒ 整備（運営）方針の策定
（※ 障害福祉計画に留意）

○ 障害児者のニーズ
○ 地域、社会資源、支援者（専門職の数、資質）、必

要な機能（連携・ネットワーク）の課題
○ 地域資源の現状・発掘
○ 支援者リーダーの検討・協力
⇒ 官民協働・住民互助の構築を図る。

○ 拠点等を運営する上での課題の共有
・ 拠点等の意義の説明
・ 関係機関、専門職の役割の認識

⇒ 拠点等の理解促進・普及啓発を進めるとともに、
関係機関、人材の有機的な結びつきの強化を図る。

○ 拠点等の整備類型や整備（運営）方針の検討
・ ニーズ（調査）、課題等の把握
・ 関係者ヒアリング
・ 事業所・関係機関の協力関係の構築

⇒ 必要な機能の組み合わせ方や強化・充実、付加
機能の検討も踏まえ、目指すべき整備方針を検討。

ＰＤＣＡサイクル

必
要
な
機
能
等
の
量
や
質
、
優
先
度
の
分
析

課題や社会資源等の状況把握

協議会等の活用

地域の課題等の把握（地域アセスメント）や
社会資源の現状把握・発掘

関係者への研修・説明会の開催

支援者・関係者における
方向性・対応策の決定

協議会等

整備（運営）方針の留意点等

整
備
、
必
要
な
機
能
等
の
強
化
・充
実

地域生活支援体制の推進

支援者・関係者における
整備等の内容の評価

○ 整備類型や整備（運営）方針が適切か
⇒ 地域の規模や範囲に即しているか。

○ 必要な機能の充足度が十分か
⇒ 地域の実態を踏まえているか。

○ 地域の課題や支援困難事例への対応
⇒ 「地域の体制づくり」が機能しているか。

協議会等

協
議
会
等
の
合
意

○ 見直すべき内容や、強化・充実すべき
機能がある場合、いつまでに何をどのよう
に改善するか

⇒ 現状（短期）と将来（中長期）の見通し
（新たな課題等）を踏まえて、議論する。

※ 取組情報の公表（普及・啓発）がされて
いるか留意。

協議会等

支援者・関係者における
方向性・対応策の改善

必
要
な
機
能
等
の
具
体
的
な
検
証
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成果目標④
福祉施設から一般就労への移行等

成果目標④－１ 就労移行支援事業所等を通じた一般就労への移行者数に関する目標について

〇 就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援）の利用を経て一般就労へ移
行した者の数については、平成29年度実績で平成24年度実績の約1.9倍（15,957人）となっている。

○ 平成27年度から平成29年度の移行者数の増加数（約900人）から推計すると、令和２年度においては、第５期
障害福祉計画の基本指針の成果目標である「平成28年度実績の1.5倍の一般就労への移行者の達成」を達成
するのは困難であることが見込まれる。

現 状

〇 「一般就労への移行」に係る目標として移行者数を堅持した上で、「一般就労への移行」における就労移行支援事業の取組を
更に進めるとともに、就労継続支援の取組も評価していくため、移行者数の目標値において、就労移行支援事業の目標を明確化
するとともに、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型についても事業目的を踏まえつつ、目標を掲げてみてはどうか。

○ 上記に伴い、就労移行支援事業の取組は移行者数で評価することとし、就労移行支援事業の利用者数及び就労移行支援事
業所の就労移行率については、目標値として設定しないこととしてはどうか。

【成果目標（案）】
令和５年度までに、令和元年度実績の1.27倍以上の一般就労への移行実績を達成することを基本とする。そのうち、就労移行支
援については、一般就労への移行における重要な役割を踏まえ、引き続き現状の利用者数を確保するとともに、移行率の上昇を見
込み、令和５年度までに、令和元年度実績の1.30倍以上の移行実績を達成することを基本とする。

また、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型については、一般就労が困難である者に対し、就労や生産活動の機会の提供、
就労に向けた訓練等を実施するものであることから、その事業目的に照らし、それぞれ、令和５年度までに、令和元年度実績の概
ね1.26倍以上*、1.23倍以上*を目指すこととする。（新規）

成果目標（案）

＊ 就労継続支援A型については、移行率が着実に上昇していくと見込み設定。就労継続支援B型については、移行率は現状を維持するとともに、利用者が着実に増
加していくと見込み設定。
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【出典】社会福祉施設等調査

＜一般就労への移行率の推移＞

④一般就労への移行者数・移行率の推移（事業種別）

○ 就労系障害福祉サービスから一般就労への移行者数は、毎年増加しており、平成29年度では約１．５万人の
障害者が一般企業へ就職している。

○ 一方で、一般就労への移行率を見ると、就労移行支援における移行率は大きく上昇しているものの、就労継
続支援Ａ型では微増にとどまっており、就労継続支援Ｂ型では横ばいとなっている。

3,293

4,403

5,675

7,717

10,001

10,920

11,928

【出典】社会福祉施設等調査、国保連データ

13,517 

3,000 7.5%

9.5%

12.5%

14.9%

17.5%

21.7%
22.5% 22.4%

25.1% 26.4%

1.8% 1.8% 1.9% 2.8% 3.5% 4.6% 4.1% 4.3% 4.3%
4.7%

1.2% 1.0% 1.2% 1.3% 1.4% 1.5% 1.4% 1.3% 1.3%
1.1%

2.7% 2.7% 3.1% 3.3% 3.7% 4.2% 4.2% 4.1% 4.3% 4.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

就労移行支援 就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型 全体

14,845

3,376 3,960 4,610 
6,501 

8,338 
9,900 

11,556 

14,185 14,492 
15,957 

16,857 
17,757 

18,657 
17,028 

18,234 
19,445 

20,661 
21,881 

23,107 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１（H31） R２ R３ R４ R５

就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数の推移

H28からR2における移行者数の伸び（目標値）
14,492人（実績）×1.5倍＝21,738人（R２年度）

H29年度以降、毎年900人
増加するものとして推計。

H25～H27年度の移行者数の対前
年度増加数の平均→約1,900人

④就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数の推移について（参考データ）

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）
第３期

（平成24～26年度）
第４期

（平成27～29年度）
第５期

（平成30～令和２年度）

基本指針
平成17年度の一般就労への移
行実績の４倍以上

平成17年度の一般就労への移行
実績の４倍以上

平成24年度の一般就労への移
行実績の２倍以上

平成28年度の一般就労への移
行実績の１．５倍以上

都道府県
障害福祉計画

４倍 ４．２倍 ２倍 1.5倍

実績値 ２．７倍 ４．８倍 １．９倍 －

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値、基本指針における実績値

H28～H29年度の移行者数の対
前年度増加数の平均→約900人

新たな試算に基づく数値
（赤字下線）
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成果目標④－２ 就労定着支援事業に関する目標について

〇 平成30年度報酬改定において、就労定着率（過去３年間の就労定着支援の総利用者数のうち前年度末時点
の就労定着者数）に応じた基本報酬とした。

○ 就労定着支援事業の利用者数は8,607人（令和元年６月）であり、就労移行支援事業所等を通じた一般就労
への移行者数15,957人（平成29年度実績）と比較しても、低調である。

現 状

〇 就労定着支援事業の利用状況を踏まえ、更なるサービス利用を促すため、利用者数を成果目標として追加し
てはどうか。

○ また、定着率の数値目標については、平成30年度報酬改定の内容（就労定着率（過去３年間の就労定着支
援の総利用者数のうち前年度末時点の就労定着者数）に応じた基本報酬）に合わせてはどうか。

【成果目標（案）】
就労定着支援事業の利用者数については、令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行
する者のうち、７割が就労定着支援事業を利用することを基本とする。（新規）
また、就労定着支援事業の就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事
業所を全体の７割以上とすることを基本とする。（新規）

成果目標（案）

0.5%
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（６）就労定着率が１割以上３割未満の場合

（５）就労定着率が３割以上５割未満の場合

（４）就労定着率が５割以上７割未満の場合

（３）就労定着率が７割以上８割未満の場合

（２）就労定着率が８割以上９割未満の場合

（１）就労定着率が９割以上の場合
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39.6%
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（６）就労定着率が１割以上３割未満の場合
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（４）就労定着率が５割以上７割未満の場合

（３）就労定着率が７割以上８割未満の場合

（２）就労定着率が８割以上９割未満の場合

（１）就労定着率が９割以上の場合

④就労定着支援における就労定着率別の事業所数・利用者数
【令和元年7月サービス提供分】

①事業所の割合

②利用者の割合

65%
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○ 総費用額、利用者数及び事業所数は、毎月増加している。（完全施行は平成30年10月）
○ 一人当たり平均費用額は平成31年4月に大きく増加した。

④就労定着支援の現状

【出典】国保連データ
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④都道府県別就労定着支援利用者数
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就労移行支援事業の利用者数の推移

H30年度以降、
年3％増加するもの

として推計
H25～H27年度の伸び率の平

均→約5％

④（参考）就労移行支援の利用者数の推移について（参考データ）

H28からR２における就労移行支援事業の利用者数の伸び（目標値）
32,387（実績）×1.2倍＝38,864人（R２年度）

H20～H24年度の伸び率の
平均→約14％

（出典）国保連データ（各年度の３月サービス提供分）

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）
第３期

（平成24～26年度）
第４期

（平成27～29年度）
第５期

（平成30～令和２年度）

基本指針
福祉施設利用者のうち２割以上
が就労移行支援事業を利用

福祉施設利用者のうち２割以上が就
労移行支援事業を利用

就労移行支援事業の利用者数が
平成25年度末における利用者数
の６割以上増加

就労移行支援事業の利用者数が
平成28年度末における利用者数
の２割以上増加

都道府県
障害福祉計画

７．５％ ８．１％ １．６倍 1.4倍

（注）福祉施設･･･生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援事業所

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値【再掲】

H28～H30年度の伸び率の平
均→約3％

H30年度は約1％減少

16.7 17.8 18.8 26.0 27.1 30.3 33.1 33.1 37.6 39.3 44.2 47.5 50.8 54.1 
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H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1(H30) R2

就労移行支援事業の就労移行率の割合の推移 30%以上 30%未満

H25～H27年度の移行率30％以
上である事業所割合の対前年度

増加数の平均→約2.4％

④（参考）就労移行支援の事業所ごとの就労移行率の推移について（参考データ）

≒５割

H19～H23年度の移行率30％以上で
ある事業所割合の伸び率の平均→
約2.6％（第4期で使用した伸び率）

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）
第３期

（平成24～26年度）
第４期

（平成27～29年度）
第５期

（平成30～令和2年度）

基本指針 － －
就労移行率が３割以上の就労
移行支援事業所を全体の５割
以上

就労移行率が３割以上の就労
移行支援事業所を全体の５割
以上

都道府県
障害福祉計画

－ － 50.2％ 50.2％

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値【再掲】

H28～H29年度の移行率30％以
上である事業所割合の対前年度

増加数の平均→約3.3％

H29年度以降、
年3.3％増加する
ものとして推計
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成果目標⑤
障害児通所支援等の地域支援

体制の整備

成果目標⑤－１ 障害児に対する重層的な地域支援体制の構築について

○ 第１期障害児福祉計画において、各市町村に児童発達支援センターを１カ所以上設置するとともに、保育所等訪問支援の実施体制の確
保を成果目標として掲げているが、平成30年度末現在の達成状況はいずれも十分とは言えない。
・児童発達支援センターを設置している市町村の割合 32％
・保育所等訪問の実施体制を確保している市町村の割合 42％

［平成30年度末現在（いずれも圏域設置を含む） 障害保健福祉部調べ］
○ 聴覚障害児を含む難聴児の支援に当たっては、保育、保健医療、教育の関係機関と連携し、切れ目のない支援を行うことが重要であ
る。

現 状

〇 児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の実施体制の確保については、引き続き全市町村における設置及び実施体制の確保
を目指してはどうか。

（※また、極端な過疎地域や極端な広域のために児童発達支援センターの効率的な運用が望めない市町村においては、共生型サービスや基
準該当事業所等による児童発達支援の提供体制を確保しつつ、市町村の障害福祉主管部局等が中心となって、同等の地域支援の中核的機
能を整備することが考えられることを基本指針に明記してはどうか。）

○ 聴覚障害児を含む難聴児の支援に当たっては、都道府県において、児童発達支援センターや特別支援学校（聴覚障害）等を活用した難聴児支
援のための中核機能を果たす体制の確保を進めるとともに、新生児聴覚検査から療育につなげる体制整備のための協議会の設置や「新生児聴覚検査
から療育までを遅滞なく円滑に実施するための手引書」の作成を進め、難聴児及びその家族への切れ目のない支援の充実を図ることが必要であること
から、児童発達支援センター、特別支援学校等を活用した難聴児支援のための中核機能の整備を行うことを新たに成果目標に盛り込んでは
どうか。

【成果目標（案）】
・児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、令和５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村
又は各圏域に少なくとも１カ所以上設置することを基本とする。

・また、令和５年度末までに、各都道府県において、児童発達支援センター、特別支援学校（聴覚障害）等の連携強化を図るなど、難聴児
支援のための中核機能を果たす体制を確保することを基本とする。（新規）

・地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、各市町村又は各圏域に設置された児童発達支援センターが保育所等訪問
支援を実施するなどにより、令和５年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築することを基本と
する。

成果目標（案）
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